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茨城県の障害福祉施策の充実に関する陳情 

 

 障害者権利条約は”Nothing about us, without us.”「私たち抜きに私たち

のことを決めないで」という世界中の障害者の声が尊重され，多くの障害当事者

が参画して 2006 年に国連総会で採択され，2008 年に発効された。 

 また，「障害者の意見を十分に踏まえることなく，拙速に制度を施行し，応益

負担の導入等によって障害者，家族，関係者に対する多大な混乱と生活への悪影

響を招き，障害者の人間としての尊厳を深く傷つけたことに対し，心からの反省

の意を表明する」とともに，「速やかに応益負担を廃止するとともに，2013 年８

月までに障害者自立支援法を廃止し，新法を制定する」と，今年１月７日に長妻

厚生労働大臣（当時）が自立支援法違憲訴訟の関係者を前にして述べ，原告と国

とのあいだで訴訟の終結に向けての「基本合意文書」の調印が執り行われた。 

 そして，2009 年９月に発足した新政権は，民主・社民・国民新党による「政権

合意」をもとに，同年９月 19 日に「自立支援法の廃止」を宣言した。この廃止

宣言後，全国 14 地裁の自立支援法違憲訴訟は被告人（厚労省）答弁が保留とな

り，政府・与党は訴訟団に対して訴訟解決の協議の申し入れを行い，その協議の

結果 2010 年１月７日の基本合意締結に至った。全国 14地裁では，基本合意にも

とづく和解が次々に成立し，訴訟団は事実上の勝利的和解を勝ち取った。 

 並行して政府は，障がい者制度改革推進本部を内閣に設置し，そのもとに障害

のある当事者や家族・専門家等によって構成される障がい者制度改革推進会議を

発足させ，障害者権利条約の批准を目標とした障害に関する国内法の総点検と改

正の検討を開始した。また，障がい者制度改革推進会議のもとに，総合福祉部会

を設置し，自立支援法に代わる障害者総合福祉法（仮称）の検討も本格的に始ま

った。 

 さらに，政府は，2010 年６月 29 日の閣議において，障害者権利条約にもとづ

く障害者基本法の抜本改正（2011 年通常国会上程），自立支援法に代わる障害者

総合福祉法の制定（2012 年通常国会上程），障害を理由とする差別の禁止法（仮

称）の制定（2013 年通常国会上程）を政府方針として確定した。こうした動向に

対して，私たちは以下の諸点について県議会に陳情する。 

 茨城県の障害福祉施策の充実のために，真摯なご検討と実現をしていただきま
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すよう心よりお願い申し上げる。 

 

記 

 

１ 「障害者差別禁止条例」を制定すること。 

 障害者への差別をなくし，社会参加や機会の平等などを求める「障害者の権 

利条約」（障害者権利条約）が国連で採択されて日本でも批准に向けた準備が 

 進んでいる。 

  政府は，障害者自立支援法の廃止宣言を契機に，障害者権利条約の批准にふ 

 さわしい国内法の整備をめざし，「障害者差別禁止法」の制定もスケジュール 

が明確化された。 

 一方，国内では，地方自治体で，2006 年に千葉県で国内初となる「障害のあ 

る人への差別を禁止する条例」ができ，2009 年には，北海道で「道障害者（児） 

の権利擁護ならびに暮らしやすい地域づくり推進条例」が制定され，沖縄，愛 

知，宮城など全国各地で差別禁止条例づくりの動きがおこっている。 

２ グループホーム・ケアーホームの家賃補助を実施すること。 

 県内に在住している障害者のグループホーム，ケアーホームの利用が進んで 

きた。就労している方々だけでなく，日中の支援事業所を利用している方の利 

用も多くなった。 

 障害年金２級では，食と住は何とか確保できても衣や交通費，レクリェーシ 

ョン等まではとても負担できない。 

  また，家賃補助のある市とそうでない市との格差もある。 

３ 日中活動の場等へ通所するための交通費の補助をすること。 

 住んでいる地域に社会資源が少なく，遠隔地に交通費を掛けて通所しなけれ 

ばならない現状もあるなか，通所への助成をしてきている市町村もある。 

 経済的に余裕のない障害のある人たちにとって，日中活動の場等を行う施設 

に通所するための交通費の負担がかかり社会参加を困難にしている。 

４ 特定非営利活動法人（NPO 法人）が所有し，障害福祉サービス事業を運営す 

る事業所において，利用者の移送又は供給物品の輸送等に自動車を専用する場 

合，申請により自動車税の減免（全額）を受けることができるようにすること。 

 「障害者自立支援法」に基づき，地域で，特定非営利活動法人は，社会福祉 

法人と同じく障害福祉サービス事業で，障害のある人たちを支援する重要な役 

割を果たしている。 



 しかし，制度面での格差があり，特に，税制上の問題がある。その一つとし 

て，利用者の通所のために使用する送迎車又は作業のための供給物品の輸送に 

使用する自動車等，法人が保有している自動車の自動車税の優遇が受けられな 

い問題がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 




